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日頃、地方自治の推進、地域振興に格別の御高配を賜り、厚

く御礼申し上げます。 

さて、真の地方自治の確立を進める上で行財政等多くの課題

が山積する中、長野県市長会では、４月１９日開催の第１３２

回総会において各市から提案された別紙事項について、関係機

関へ提案・要望することを満場一致で決定いたしました。 

 つきましては、これら提案・要望事項の実現に向け、特段の

御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 なお、国に対する事項につきましては、北信越市長会総会に

おいて審議し、全国市長会議を通じ、国に要望することとなっ

ておりますので、御理解のうえ御支援を賜りますよう併せてお

願い申し上げます。 
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１、地方鉄道の支援について 

 
 
地方鉄道の多くは赤字を抱え、苦しい経営を強いられており、廃線の

危機に直面している路線も多くあります。このような状況の中で、自治

体、住民、事業者が一体となって鉄道を支えていますが、安全対策のた

めの設備投資だけでも多額の経費が必要となります。自治体の支援にも

限界があり、国の充実した財政的支援が必要です。 

平成 24 年度の国の補正予算で、鉄道施設の緊急老朽化対策への予算措

置がとられましたが、今後も継続性があり、地域の実情に即した支援ス

キームを基とした、補助率のかさ上げや重点的な財政支援など、鉄道を

恒久的に維持するための、国の支援制度の充実及び予算額の確保をする

よう要望します。 

 



 
２、乗合バス路線事業運行車両踏段（ステップ）基準の 

緩和について 
 
 
道路運送法第４条の規定に基づいて、比較的利用者の少ない地域で効

率的に乗合バス事業を行うため、ワゴン車をベースにした乗車定員１１

人以上１５人程度の小型ワンマンバス車両（以下「小型バス車両」とい

う。）が導入されています。 
道路運送車両の保安基準（以下「保安基準」という。）では、１５人乗

りも７０人乗りのバス車両も一律の保安基準に適合する必要があり、市

販の適合車両のない小型バス車両の場合は、踏段（ステップ）の改良や

後輪捲込み防止バーの設置など追加改造が必要となっています。 
特に、踏段（ステップ）は、高齢者の乗降に便利な低い補助ステップ

が国の保安基準等に適合しないため、小型バス車両に装備できない状況

にありますので、小型バス車両の開発とともに、保安基準等を緩和する

よう要望します。 
 



 
３、日本年金機構による常設の年金相談所の早急な増設 

について 
 
 

日本年金機構が運営し、地域の年金業務の中核となる年金事務所につ

いては、通常管轄内において、交通の便の良い市街地等人口密集地に設

置されています。 
しかし、市部のような人口密集地･交通の要所であるにもかかわらず、

当該事務所から離れた場所にある地域においては、多くの住民が利便性

を損なうことになります。 
このため設置の重要性、高齢者の増加等に伴う生活者の利便性向上の

視点から、人口密集地･交通の要所である地域に、年金に係る「常設の相

談所」の早急な増設を、国から日本年金機構へ強く働きかけるよう要望

します。 
 

 

 
 
 



 
４、新規就農・経営継承総合支援事業の拡充について 

 
 

新規就農・経営継承総合支援事業については、親元就農要件が厳しく、

親元就農者の多くが、助成対象とならない現状にあります。 
親元就農者の農地の所有権及び利用権に関する要件緩和を行い、地域

農業技術の円滑な継承のため、果樹、花卉、野菜等施設園芸等の農家子

弟が、親元就農する場合、交付金の助成対象となるよう制度の拡充（要

件緩和）を図るよう要望します。 
 

 

 

 
 
 



 
５、公的年金支払報告書の提出先について 

 
 
 個人住民税の適正な課税を行うため、日本年金機構による公的年金支

払報告書の提出先は、同機構が管理する年金受給者基本情報の住所地に

よらず、地方税法に基づき、1 月 1日現在の住民基本台帳上の住所地(住

民票登録地)を管轄する市区町村とするよう、国から日本年金機構へ強く

働きかけるよう要望します。 

 



 
６、地域間幹線バス路線補助対象事業の基準の緩和 

について 

 
 
「公共交通の維持・確保」の実現のため、総合的な支援策及び地域公

共交通を守るための新しい仕組みづくりの構築並びに持続可能な地域交

通の確保に向けた具体的な取り組みが求められています。 
その一つの施策として、地域公共交通確保維持事業の地域間幹線系統

確保維持関係において、住民の移動手段を確保し、生活を維持していく

大切な地域の路線バスの持続的な運行を図るため、補助金の割り落とし

措置の撤廃及び補助対象事業の基準（補助要件）を緩和するよう要望し

ます。 
 



 
７、市町村国保への国の財政支援拡充について 

 
 

景気の低迷が長引いており、税率を改正しても課税所得の低下により

増収に結び付かず一般会計からの法定外繰り入れを余儀なくされていま

す。 
国保制度の安定運営のため、国の財政負担を拡大することを要望しま

す。 
 



 
８、地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護（地域密着 

 型特別養護老人ホーム）の居室面積要件の緩和について 
 

 

地域密着型特別養護老人ホームの居室の 1人あたりの面積は、基準省

令において 10.65 ㎡以上となっており地域主権改革一括法による条例委

任後においても、従うべき基準として、市町村で変更出来ない基準とし

て定義されています。 

 地方分権の一層の推進を図るためにも、この基準要件について、地域

の実状で変更が許容される、「参酌すべき基準」、及び、「標準の基準」へ

の基準要件の緩和、若しくは、居室面積において現基準以下へ緩和する

よう要望します。 

また、今後、低所得介護保険サービス利用者の増加が見込まれること

から、低所得者が利用しやすい環境となるよう、低所得利用者負担対策

事業における、利用者負担の軽減措置の拡充を図るよう要望します。 

 



 
９、ＤⅤ・虐待防止等に対応する財政支援について 

 
 
安心こども基金事業補助金交付要綱にある児童虐待防止対策緊急強化

事業や子育て支援交付金等により、現在もＤⅤ・虐待防止に関する補助

を実施されていますが、市町村の既存事業については補助対象外になる

等の制約があります。 
また、市で設置している相談員も増加しているため、ＤⅤ・虐待防止

に大きな力を発揮する相談事業・家庭訪問事業の専門職配置等に対する

財政支援を要望します。 
 



 
10、水道施設管路耐震化等推進事業の補助対象施設の拡充 

について 
 

 

昭和３０年代以降、水道事業が急速に伸びてきたことから、多くの水

道施設が更新時期を迎え、耐震化の促進には国庫補助の拡充強化が必要

です。 
しかしながら、現在の水道管路耐震化等推進事業費（老朽管更新事業）

国庫補助における水道事業交付要綱の補助対象は基幹管路に限られてい

るため、中小都市では対象となる管路が存在しないことから、補助対象

施設の採択基準を緩和するよう要望します。 
また、補助率について、一律に下水道事業と同等の二分の一へ引き

上げるよう要望します。 



 
11、社会資本整備総合交付金(都市公園安全・安心対策緊急総合

支援事業)に係る予算枠の確保及び補助制度の継続について 
 
 
市が管理する都市公園は、老朽化により公園遊具等の施設の劣化損傷

が進んでおり、老朽化に起因する事故の発生が危惧されています。 
 公園利用者が安全で安心して利用できる都市公園の整備を推進してい

くため、社会資本整備総合交付金（都市公園安全・安心対策緊急総合支

援事業）の予算枠の確保及び補助制度の継続、並びに採択基準要件を緩

和するよう要望します。 
 

 



 
12、「山の日」の制定について 

 

 
天与のすぐれた山岳を国民共通の財産として、広く山の効用を国民が

享受し、山の恵みに感謝するとともに、自然に親しみ、観光、余暇活動

を推進する場として活用するとともに、山と自然を愛する意識の啓発を

一層促進するため、国民の祝日として位置付け、全国的な「山の日」の

制定に向けての取り組みを強化するよう要望します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

13、「戸籍副本データ管理システム」の構築における市町村の 

戸籍情報システムの改修等に係る財政措置について 

 

 
 大規模かつ広域災害に備え、自治体（正本）と管轄法務局等（副本）

で保存しています戸籍の正本及び副本の同時滅失を防止し、戸籍の迅速

な再製を可能とする等を目的として、戸籍の副本データを遠隔地に設置

した副本データ管理センターとの間で送受信する「戸籍副本データ管理

システム」の構築が、平成２５年度に計画されていますが、先ずは法定

受託者である市町村に対して、十分な事前協議をすることを要望します。 
また、当該システム改修にあたっては、市町村ごとに既存戸籍システ

ムの改修等が必要となるので、改修を行った市町村の経費については、

法定受託事務であること等を踏まえ、国による財政支援措置を講じるよ

う要望します。 
 

 
 


